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財政健全化推進本部報告 

～持続可能な未来をつくるために～ 

令和４年５月26日

自由民主党財政健全化推進本部 

次世代のための財政戦略検討小委員会 

 

財政健全化推進本部は、党則79条の規定に基づき、総裁直属の組織として令

和３年12月に創設された。 

自由民主党は平成27年に「財政再建に関する特命委員会」を立ち上げ、平成

30年には同委員会は「財政再建推進本部」に格上げされた。わが党の綱領は

「将来の納税者の汗の結晶の使用選択権を奪わぬよう、財政の効率化と税制改

正により財政を再建する」と掲げており、その下で、同委員会・本部は、経済

成長を目指す中いかに財政健全化に取り組んでいくか、具体的な道筋を累次に

わたり提案し、政府の骨太の方針に反映してきた。 

財政健全化推進本部においても、「財政は国の信頼の礎である」という総裁

が示した方針の下、新型コロナ、ウクライナ侵略、これらを受けた内外の経

済・金融情勢の激変の中で、あるべき経済社会と財政の姿について議論を重ね

てきた。 

ここに、当本部における15回にわたる議論の結果をとりまとめる。 

本報告の内容が、近く政府においてとりまとめられる「骨太2022」に具体的

かつ明確に反映されることを求めるものである。 

 

記 

 
１．危機に対処し、持続可能な未来を切り拓くために 

当本部の議論の大前提は、わが国が危機に際して国民の命と暮らしを守る

ため十分な対応を行えるようにすることである。わが党は、リーマンショッ

ク、大震災、新型コロナなどの危機のたびに躊躇なく財政出動を決断してき

た。今後も、南海トラフ地震などの大災害、さらには安全保障上の危機など、

目前のリスクに対して、いざというときに対応力を持つことが大事であり、

そのために経済成長を実現し、財政余力を高め、ひいては財政秩序を確保す

ることは、この国の舵をとるものとして当然の責務である。 

他方、バブル崩壊以来の30年間は、人口減少や少子高齢化が進む中で、中

長期の課題への対処よりも、まずはこうした危機への対応に繰り返し迫られ、

特にデフレ脱却や経済成長を十分に実現できていなかった。 

その中で、我々は、平成24年末に政権を取り戻し、「アベノミクス」によ
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って、大胆な金融緩和、機動的な財政政策、民間企業の投資を誘発する規制

改革等の成長戦略をパッケージとして追求する革新的な政策を実現した。そ

れにより、ＧＤＰは約560兆円まで増加し史上最高水準となり、対内直接投資

残高は19.2兆円から33.9兆円と過去最高を記録し、企業の経常利益は48.5兆

円から83.9兆円へと大幅に増加し過去最高となった。人口減少の中で雇用も

約440万人増加した。史上初めて有効求人倍率が全都道府県で１を超え、２％

程度の賃上げを継続して実現し、最低賃金も政権交代後181円増加するという

歴史的成果を挙げた。その中で、経済と財政をともに改善させ、もはやデフ

レではないという状況を作り出しつつ、基礎的財政収支赤字対ＧＤＰ比も▲

1.9％にまで縮小した。 

その後、新型コロナを機に、わが国企業、社会が従来から抱える課題が改

めて浮き彫りとなり、ウクライナ侵略をはじめとして世界情勢は大きく変化

し、この間も少子高齢化は一段と進んだ。 

現下の停滞感を打破し、雇用や社会保障などに対する将来不安を取り除き、

あらゆる分野で希望を持つことができる持続可能な経済・社会を構築してい

くことは、我々が避けて通ることのできない次世代への責任である。 

当本部では、社会保障、産業競争力、脱炭素、そして低成長の中で政策対

応を迫られた結果としての財政赤字累積という、課題に真正面から取り組み、

中長期的な方向付けをするため、昨年末以来、議論を続けてきた。 

 

２．基本的考え方 

（１）経済成長につながる財政 ～新たな行動を促す経済社会に 

「経済成長なくして財政健全化なし」。これがアベノミクス以来、各政

権が一貫して取り組んできた経済政策の基本姿勢であり、今後もこの方向

性を堅持する必要がある。 

かつてわが国は、成長産業を見定め、企業再編と資源配分を戦略的に行

い、企業の競争力とアニマル・スピリットを引き出してきた。日本は自由

主義・資本主義の国であり、本来、経済成長の主役は企業、個人の活力で

ある。 

近年、多くの経済対策が実施されてきた。アベノミクスによって名目Ｇ

ＤＰは過去最高となったものの、なお、過去30年間を通じてみれば、わが

国の経済成長は主要先進国の中で最低レベルである。アベノミクスは道半

ばであると言われる所以であり、今後、「強い日本経済」をつくるため、

経済政策に取り組む必要がある。 

危機時に国民の生活・雇用を守ることは政権与党として当然の責務であ

る。しかし、そうした需要を穴埋めするための財政出動を続けていては、
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わが国の成長力は伸びず、現状を維持しても、伸長する巨大な新興国経済

をはじめ、諸外国との厳しい国際競争を勝ち抜くことはできない。近年は

需要側の変化も早く、供給側を維持するための需要の穴埋めをしているだ

けでは、時代遅れになってしまう。一刻も早く、わが国企業が先端技術の

導入を含む生産性向上のための投資や従業員の賃金引上げに取り組むイン

センティブを醸成する環境づくりが不可欠であり、財政支援や金融緩和に

よって、国民が将来に対して、積極的なマインドを持つことも必要である。 

新型コロナを機に、横並び的な支援の傾向が一層高まっているきらいが

あるが、変化をチャンスと捉え、新たな行動を実行に移す企業・個人を積

極的に後押しするため、あらゆる政策を実施していく必要がある。 

約300兆円まで累増した企業の現預金を海外だけでなく国内の投資に振り

向け、生産性の増加、賃金の増加、消費の増加という「成長と分配の好循

環」を生み出すことが経済成長のカギである。「新しい資本主義」の考え

方の下、賃上げ・設備投資を促す税制、企業の研究開発の呼び水となるよ

うな有効な資金提供、しがらみのない経営を実現するための外部人材の登

用など、具体的な政策が求められている。これらを実現し、民間資金を回

転させることが、結局は経済成長への近道であり、そうなれば結果として

財政への依存も減っていく。 

 

（２）政策は中身と結果の検証が大事 

政策は、知恵を出して中身を工夫し、経済成長をはじめとする結果につ

なげていくことが大事である。とりわけ財政は、納税者に対してしっかり

結果を説明できるものでなければならない。 

新型コロナに伴って巨額の経済対策を講じたことにより、失業率は先進

国の中でも低く抑えられ、倒産件数も過去最低水準となっている。しかし、

感染者数・死者数が多く、経済活動の制限が厳しかった欧米諸国と比べて、

厳格な水際対応なども相まって、わが国の経済回復、経済成長は低い水準

にとどまっている。 

わが国は、過去30年間、主要先進国で最大規模の赤字を出してきた。そ

の中で、消費や設備投資の喚起、民間需要やイノベーションの誘発効果の

高い施策に重点化するといったことは、繰り返し政府によって宣言されて

きたが、特に近年、このことの重要性に対する意識が薄れているのではな

いか。将来の成長につながり、乗数効果の高い事業を発掘・創出し、効果

の低い事業は見直しつつ、効果の高い事業には大胆な予算配分を行うこと

が必要である。中長期的な観点の下で、重要分野に予算を思い切って組み

替えていく。 
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（３）世界の財政運営はどうなっているか 

各国政府は共通して、経済成長と財政規律をいかに両立させるか、取り

組んでいる。各国のマーケットが互いに密接に影響しあう中で、市場に理

解されるためにも、わが国の政策立案に当たって、世界の流れを的確に捉

えて、それに沿った判断を行うことが求められる。 

ただし、各国の制度を比較するに当たっては、各国の政策はそれぞれの

国の経済状況などにより変わりうること、ＥＵは多数の国家が共通通貨を

使用している独自性があることにも留意が必要である。 

債務残高対ＧＤＰ比が増えすぎないように抑制していくことは財政運営

の基本であるが、債務残高は毎年の赤字の累積であり、毎年の収支に関し

て何らかの基準を設けることが国際的には主流である。先進国（ＯＥＣＤ

加盟国38か国）の各国の財政ルールをみれば、債務残高に関するルールが

ある国が27か国、収支に関するルールがある国が36か国となっている。 

収支の基準の考え方には、基礎的財政収支（プライマリーバランス）と

財政収支1（基礎的財政収支に利払費を加えた収支）があり、ＥＵ各国2のよ

うに財政収支を採用する国が多い中で、わが国の基礎的財政収支の基準は

財政収支よりは緩い基準である。基礎的財政収支は、債務残高を経済規模

との関係でコントロールするため、経済の動きの中で財政を考える発想を

取り入れた基準と言える。さらに言えば、ＥＵでは「毎年」財政均衡を目

指すことが原則となっているが、わが国の基準は将来の一時点の目標年度

において基礎的財政収支の黒字化を実現することになっているが、柔軟性

を持った対応をしてきている。債務残高対ＧＤＰ比をコントロールするた

めに、経済成長率が金利を上回ることは重要であり、現在のように国債の

長期金利をゼロに誘導している時には、経済成長がプラスである限り、経

済成長率が金利を上回ることになるが、こうした両者の関係を永続させる

ことはできないことも念頭に置く必要がある。これらを踏まえ、わが国で

は目標年度を設けて、基礎的財政収支の目標を掲げ続けており、それが他

の先進国に比べて債務残高対ＧＤＰ比が突出して大きい中で、日本国債の

信用確保につながってきた。 

こうした経済財政政策の考え方について、いかに豊かで持続可能な国民

生活を実現していくことができるのか、わかりやすい説明を行い、広く理

                            
1 将来の金利上昇の可能性を踏まえれば、財政収支を基準として活用していくことも今後の検討課題であ

る。 
2 ＥＵの財政協定では、各国憲法等で財政均衡を明示することが原則となっている。それに加えて、ＥＵ

の機能に関する条約の議定書において、より一段厳しい制裁の基準として財政収支赤字▲３％が定められ

ている。これらは、現在も、財政運営の基準としては適用されているが、新型コロナのために一時的に制

裁の発動は停止されている。なお、本文に記載したとおり、ＥＵ諸国とわが国の違いにも留意する必要が

ある。 
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解を得る努力を行うべきである。 

ＥＵでは、グリーン、デジタル、研究開発などコロナからの復興・強靭

化のために６年間で約100兆円の対策を講じるが、そのため、プラスチック

使用に対する賦課金や排出権取引制度の拡張などにより財源を確保してい

る。また、個々の歳出について、まずは中間目標を設定し、ＥＵに計画が

承認されれば、総額の13％までの「前払金」を受け取る。さらに、目標の

達成状況を検証して追加の資金を交付するが、ＥＵの財政ルールを遵守し

ない場合、支払が停止される場合もある。 

米国では、再生エネルギーの拡大促進などのインフラ投資による成長を

目指す「超党派インフラ法」により、５年間で約70兆円の対策を講じるが、

既存の補助金延期や手数料収入などにより財源を確保している。 

わが国においても、政策立案にあたり、このような諸外国の流れを参考

にすべきである。 

 

（４）世界の情勢変化と信用確保の必要性 

（経済・金融の情勢変化） 

経常収支は昨年12月、本年１月と連続して赤字となり、かつての「危機時

の円高」と異なり、ウクライナ侵略の前後でも円安傾向が続き、実質実効為

替レートは50年ぶりの円安水準となっている3。 

こうした円安はわが国企業にはメリットもある。経常収支の改善のために

も、輸出産業の回復、インバウンド観光促進、産業の国内回帰などメリット

を最大限活用していかなければならない。 

一方で、長年の低い物価上昇率の中で低金利政策をとってきた先進諸外国

は転換点を迎えており、まさに、マーケットから新たなチャレンジを受けて

いるとも言える。 

新型コロナからの回復過程での供給不足、ウクライナ侵略、脱炭素も見通

した原油の供給減などを契機として、欧米では５％を超える40年ぶりのイン

フレとなり、英国、米国の中央銀行は利上げに踏み切り、欧州中央銀行も、

資産買取の縮減に踏み切った。一方、わが国では賃金上昇が需要を誘発する

形での物価上昇は十分に実現していないことには留意が必要である。 

わが国の経常収支の内訳をみると、生産拠点の海外移転、原発稼働停止に

よる火力発電依存により、過去10年ほどの間、貿易収支の黒字はほぼゼロか

ら赤字となる傾向にあり、企業の海外投資の収益に依存して経常黒字を維持

                            
3 令和２年 11月の「財政再建推進本部・安全通貨「円」の将来に関するＰＴ」の報告書では「経常収支の

悪化により、中長期的に円安トレンドが避けられない」「貿易黒字の縮小と所得収支黒字の増大という最

近の国際収支の構造変化の結果、円買いニーズが減退している」とされていた。 
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する構造となっている。言うなれば、既にわが国のビジネスモデルは変わっ

てしまっているのであり、円の信認維持、さらには、国力への信頼の確保が

必要な状況となっている。 

わが国は世界最大の対外純資産を有するが、今後経常収支黒字が縮小、赤

字化していけば、こうした信認も危うくなっていく。将来的にも円安が進む

となれば、莫大な個人金融資産が海外に流出する可能性もある。そうした面

からも、財政の持続可能性が求められている。 

 

（リスクへの備えの必要性） 

さらに、ウクライナ侵略によって、わが国を取り巻く安全保障環境の脆弱

性、真に実効的な防衛力の構築の必要性が改めて認識されている。わが国の

領土、領海、領空、そして国民の生命と財産を断固として守り抜くため、防

衛力を強化する必要があり、党としてとりまとめた「提言」を踏まえ、年末

の新たな防衛力整備計画（仮称）の策定に向けて、議論を加速していくこと

が重要である。 

これに加えて、新たな感染症や大災害のリスクへの備えも必要となってい

る。 

 

（急激な環境変化の中における政策対応と財政健全化） 

こうした急激な環境変化の中で、まずわが国が取り組むべきは、新型コロ

ナからの経済回復及びデフレからの脱却、物価高によって大きな影響を受け

た方々への対応、さらには今後の持続的な経済成長に向けた成長力の強化で

ある。 

こうした必要な対応と財政健全化目標に取り組むことは決して矛盾するも

のではない。むしろ、通貨の信用を確保するためにも、経済成長と財政健全

化をともに実現させるべき時である。 

財政健全化の「旗」を下ろさず、これまでの財政健全化目標4に取り組む。

その中で、感染症および直近の物価高の影響をはじめ、内外の経済情勢等を

常に注視しつつ、状況に応じ必要な検証を行っていく。 

わが国は長年かけてマーケットにおいて国際的な信頼を獲得してきた。現

在、マーケット環境が急速に変化する中で、財政ルールの後退によって、わ

が国の信用をリスクに晒すべきではない。 

 

  

                            
4 財政健全化目標としては「2025年度の国・地方を合わせたＰＢ黒字化を目指す。同時に債務残高対

ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す」との議論をしてきた。 
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３．各分野の政策 

毎回の予算で真の意味で大事なことは「何をやるか」であり、そうした意

味で、各分野の政策、各分野の改革メニューが財政に関する議論に最も大事

なところである。 

特に、最も大きな予算であり、最近の若者の将来不安、消費減退の一因と

も言われる社会保障制度については、少子化対策・子育て支援等必要な施策

に的確に取り組みつつ、給付と負担のバランスや現役世代の負担上昇の抑制

を図り、それぞれの国民が安心できる全世代型の仕組みを構築する必要があ

る。 

一方で、今回、当本部で議論した、研究開発、社会資本整備、産業支援な

どは、経済成長のために効果のあるものとなっているか、ゼロベースで検証

が必要である。 

同様の課題を地方も抱えており、持続可能な制度の構築に寄与するべく、

国と地方が足並みをそろえてこれまで以上に改革に取り組むべきである。 

また、今後、今回議論していない農林水産業、防衛などの分野についても、

質の高い予算となるよう、検討を続けていく。 

 

（１）社会保障 

財政再建推進本部以来議論してきた社会保障制度改革について、「骨太2021」

に記載された取組を着実に進めるとともに、以下の具体的な改革項目を実現して

いくことを求める。 

 

① 新型コロナの経験を踏まえた医療提供体制の見直し 

新型コロナへのこれまでのわが国の対応を振り返り、医療機関における

サージキャパシティー（緊急時対応可能能力）を強化する必要性について

指摘がなされた。米国等と比べてサージキャパシティーが低い原因として、

医療資源の分散による手薄な人員配置や、急性期を担う病院の規模が小さ

いこと、医療機関の機能分化及び連携が不十分であることが挙げられる。

また、保健所のひっ迫が生じたことについても、保健所の機能強化とあわ

せて、対応が検討されなければならない。医療従事者のタスクシェア・タ

スクシフトの深化も求められている。 

 

（地域医療連携推進法人の積極的な活用及び法制上の都道府県の責務の明確化

等による地域医療構想の着実な推進） 

今後、医療機関の機能分化・連携を強化し、医療配置を重点化していく

ためには、地域医療構想を着実に推進していく必要がある。その際、大規
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模化やネットワーク化、複合化を進めることが重要である。同一地域にお

ける類似の機能を持った医療機関が「競争する体制」を「協働する体制」

に改めるため、地域医療連携推進法人の積極的な活用も機能分化・連携の

強化に資するものとして促進すべきであり、このようなネットワークに参

加する複数の医療機関等に対し、一体として報酬を払うことも含め、検討

すべきである。医療がもつ公共的な役割に鑑み、医療提供体制の構築に当

たっては、有事においても平時においてもリーダーシップを有する都道府

県知事の法制上の責務の明確化等を行うべきである。医師の配置に関して

も、平時から地域偏在是正や病診連携を進めるべきである。 

 

（かかりつけ医機能が発揮される制度整備） 

外来医療においても機能分化・連携が重要であり、かかりつけ医機能の

明確化およびかかりつけ医機能が有効に発揮されるための具体的方策とし

て制度整備を実現すべきである。まずはかかりつけ医機能について、法制

上明確化すべきである。あわせて、かかりつけ医の認定や、利用希望の患

者が選べる形でそうしたかかりつけ医と継続的な関係を構築する仕組みな

どを検討すべきである。また、リカレント教育も含めたかかりつけ医の育

成も必要となる。その際、在宅診療を担う機能の強化に着目すべきである。 

 

（リフィル処方箋の普及・定着のための仕組みの整備の実現） 

新型コロナによる受診行動の変容を踏まえ、４月に解禁されたリフィル

処方箋について、周知・広報を徹底するととともに、仕組みの整備により

普及・定着を実現すべきである。国民・患者にとっての利便性向上や負担

軽減が図られ、特に、仕事を抱える現役世代にとってはライフスタイルに

応じた継続的な治療が可能となる。また、医療機関・医師にとっての働き

方改革、薬局にとっての立地から機能へ、また対物業務から対人業務への

転換を促すものであり、効率的かつ質の高い医療提供体制の確保につなが

るものである。適切な医薬分業が図られ、かかりつけ薬局による薬の一元

管理を広く実現するためにも、重要な取組である。 

 

（医療のＤＸ化による効率化、デジタルヘルスの活性化） 

ＩＣＴ化の遅れも、新型コロナへの対応が遅れた要因の一つである。新

型コロナ患者情報の共有の在り方についても、迅速かつ効率的なシステム

とすべきである。同時に、マイナンバーカードの保険証利用を進めるとと

もに、電子カルテ情報及び交換方式の標準化やベンダーロックインへの対

応など、平時から、医療機関間の柔軟な情報交換に資するＩＣＴ基盤を整
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備するとともに、ＩＣＴ活用による医療機関からの医薬品の副作用の迅速

な報告の促進などにより、国民医療・公衆衛生の質の向上を図るべきであ

る。遠隔医療や救急対応など様々な分野で、効率的で質の高い医療に資す

るデジタルヘルスを活性化するため、デジタルヘルスの質の「見える化」

やイノベーション等を推進すべきである。 

 

② 医療保険制度の見直し 

現役世代への給付が少なく、給付は高齢者中心、負担は現役世代中心とな

っている構造を是正していく全世代型社会保障の構築に向けて、医療保険制

度の見直しもあわせて進める必要がある。 

 

（都道府県医療費適正化計画の実効性の強化、後期高齢者医療の都道府県によ

る運営、生活保護受給者の国保等への加入などの都道府県によるガバナンス

の強化） 

国民健康保険の都道府県単位化に続き、後期高齢者医療の財政運営を広域

連合から都道府県に移行する、生活保護受給者の国民健康保険・後期高齢者

医療制度への加入を含めた医療扶助の在り方を検討するなど、都道府県にお

ける地域住民の受益と負担の双方の結節点を担う役割を強化することで、都

道府県が一層積極的に地域医療構想や地域包括ケアシステムの整備に取り組

むべきである。都道府県医療費適正化計画についても、「骨太2021」に記載

された事項について、着実に法制化し実効性を強化すべきである。 

 

（保険料賦課上限の見直しなど負担能力に応じた負担の徹底） 

全ての世代が安心感と納得感を得られる全世代型の社会保障に転換してい

くために、保険料における賦課限度額の引上げなど、各種保険制度における

負担能力に応じた負担の徹底を検討すべきである。後期高齢者の保険料負担

割合について、現役世代の減少率にあわせて、後期高齢者の増加率の影響を

的確に反映させる見直しを行う必要がある。 

 

（イノベーションの促進と持続可能な皆保険制度の両立） 

高額薬剤を含む新規医薬品や高額医療機器を用いた医療技術の保険収載等

に際して、費用対効果や財政影響などの経済性評価や保険外併用療養の活用

などを検討すべきである。あわせて、生活習慣病治療薬等の長期収載品も含

めて広く費用対効果評価の対象とすることを検討すべきである。 
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（２）研究開発と高等教育 

中長期のわが国の経済成長の源泉となるものがイノベーションである。 

研究開発に関し、米国・中国などの論文数が増加する一方、わが国の論文

数は多いものの横ばいである。こうした中、研究開発の実力を測る尺度の一

つである、評価される論文の割合を見ると、わが国はその割合が国際的に見

て小さい。日本の科学技術予算は、金額では米国・中国には及ばないものの、

対ＧＤＰ比では各国と比べて見劣りしない水準であることも踏まえれば、日

本の科学技術が世界に後れをとらないよう、研究の質を高める取組が早急に

求められる。 

わが国の研究活動に関しては、緊密化する国際的ネットワークにおける出

遅れや、研究室内部からの人材登用の慣行などの閉鎖性が長らく指摘されて

おり、こうした構造が残存したまま財政支援を行っても、研究の質の向上は

期待できない。当本部の議論では、研究開発への政府支出は、論文の生産数

と相関するものの科学的なインパクトとは相関せず、国際共著数や研究人材

の流動性といったその国の開放性が科学的なインパクトと相関するとの研究

も報告された。今後、こうしたわが国特有の構造的課題の解消に取り組むこ

とが何よりも重要である。 

また、近年の補正予算では、前例のない規模で科学技術関係の基金の新設

や積み増しがあり、その執行状況を把握しながら今後数年間の研究活動にし

っかりと有効活用するとともに、中間評価に基づきプロジェクトの絞り込み

や機動的な資金配分の見直しを行うべきである。 

さらに、増加する企業の内部留保や現預金をいかに研究開発につなげるか

も重要である。実社会のイノベーション創出の観点で企業の目利き能力には

強みがあり、現実の課題解決や用途を考慮した研究開発には、企業の投資が

適している。企業と大学が組織として向き合う本格的な産学連携の推進や、

国として重点を示した分野に公費支援を呼び水とし民間資金を動員するマッ

チングファンド方式の活用拡大等を通じ、官民一体となり研究開発を推進し

ていく必要がある。 

現在の大学教育は、経済成長を牽引し社会の中核で活躍する人材を育成す

る役割を十分に果たしているとは言いがたい。デジタル/データ関連の人材に

不足感がある中で、リテラシーとしての数理・データサイエンス・ＡＩを学

びつつ、課題設定・解決能力や未来社会の構想・設計力を身につけることが

重要である。その際、18歳人口が減少する中で、私立大学の４割超が定員割

れという状況も踏まえ、昨年の財政再建推進本部の報告にあるように、「出

口における質保証」の観点から、国立大学運営費交付金や私学助成について、

教育・研究の質を高める大学改革を促進するため、配分を重点化すべきであ
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る。さらに、社会人のリカレント教育プログラムの拡充や、デジタル化を踏

まえた大学設置基準等の抜本的な見直しなど、効果的な施策を組み合わせて

いかねばならない。 

こうした点を踏まえ、以下の改革に取り組む必要がある。 

・ 研究活動における日本特有の構造課題の解消 

－ 現行の研究費支援の中で国際性向上や人材流動化を促す重点配分 

－ 海外大学で自ら給与を得て研究・学位取得を行う海外渡航や、研究現場

の人材多様化など、国際的な人的ネットワーク構築 

－ アカデミック・インブリーディング（学内からの優先的な人材登用の慣

行）の抑止や若手研究者の自主性の向上に向けた、海外を含む「他流試

合」を促す欧米の慣行を参考とした人材登用 

－ 世界と伍するトップ研究大学による、大学ファンド支援も活用した改革

の先導 

・ 企業の強みを生かした研究開発の推進 

－ 企業と大学が「組織」として向き合う本格的な産学連携の推進 

－ 企業と大学で人材が交わるクロスアポイントメント制度の活用拡大と、

それを通じた大学研究者も自ら稼ぐ意識作り 

－ 民間資金を動員するマッチングファンド方式の活用拡大 

・ 内外の環境変化に対応した大学教育の見直し 

－ ディプロマポリシー（卒業認定・学位授与方針）による出口における質

保証の強化 

－ 基礎的な数理・データサイエンス・ＡＩ教育の必修化 

－ 産学連携によるリカレント教育プログラムの充実とそのための支援 

・ デジタル化等新しい時代に対応した大学設置基準の抜本的見直し 

－ 全大学に一律の基準を適用するのではなく、高い評価を受けている大学

に対する大学設置基準の適用の緩和 

－ 自前でプログラムを開講するという発想から脱却すべく、オンライン授

業による習得単位数の上限の緩和 

－ 校地・校舎等の施設につき、量ではなく、機能に着目した評価に見直し 

・ 教育・研究の質を高める大学改革を促進するため、国立大学法人運営費交

付金や私学助成の配分を重点化 

 

（３）社会資本整備 

社会資本整備については、必要な事業量を確保する中で、中身の改善に取

り組む必要がある。規模ありきで景気対策として実施した過去の反省を踏ま

え、災害対応力の強化や生産性向上といったアウトカムを設定しながら、必
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要な事業を行っていく。 

今後インフラの老朽化や人口減少が一層深刻になることを踏まえれば、成

果目標の設定とその検証を徹底し、一極集中の是正といった国土政策的な観

点も踏まえつつ、中長期的な立地適正化と歩調を合わせ、将来にわたって整

備効果をしっかりと生み出せる事業に投資を集中していかなければならない。 

その際、投資効率を高めるためには、防災のための土地利用規制といった

ソフト対策を前提としてハード整備を実施することや、ＰＰＰ/ＰＦＩを含め、

民間資金・ノウハウを最大限活用することが重要である。また、地域経済の

活性化に向け、土地の効果的な活用を図る観点も踏まえ、国土計画の見直し

を検討すべきである。 

さらに、インフラ整備を計画的に進められるよう、事業の実施時期のバラ

つきを減らしつつ、財政資金が効果的・効率的に使われるよう改善を図る必

要がある。 

こうした点を踏まえ、限られた財源の中で、将来にわたり様々な災害への

対応力の強化や生産性向上などに着実に取り組めるよう、以下の改革に取り

組む必要がある。 

・ ＰＤＣＡサイクルの強化 

－ 整備の効果の高い事業を重点的に実施できるよう、人口動態を踏まえた

事業の選択と採択を行うとともに、再評価や事後評価を強化することに

より、実効性のあるＰＤＣＡサイクルを確立する。その上で、将来的に

どの程度を税収で回収できるかという考え方を含めて、事業実施の説明

責任を果たすように努めるべきである。 

－ 高速道路、新幹線等の広域的な高速交通ネットワークの早期整備・活用

を通じた内外の人流や物流の拡大、農地整備を通じた高収益作物への転

換の促進等により生産性向上を図る。 

－ 既存インフラについても費用対効果を踏まえ、将来にわたって維持すべ

きものを判断できる仕組みを検討し、インフラの統廃合につなげる。 

・ 災害リスク等を踏まえた立地適正化の推進 

－ 災害リスクの高い土地の利用規制と併せた安全な土地への移転誘導など、

防災効果や中長期的な財政効果の高い事前防災を徹底する。 

－ 災害リスクや人口動態の変化に応じた弾力的な居住誘導区域の設定や区

域外における住宅への財政支援の縮減などを通じ、各地方公共団体にお

ける立地適正化の実効性を高める。 

－ 医療、介護といった社会サービスを国民一人ひとりに適切に提供する

等の観点も踏まえ、災害リスクや人口動態を見据えた立地適正化を促進

する。 
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・ インフラ整備の資金源の多様化 

－ 高速での移動や資産価値の向上といった効果が見込まれるプロジェクト

には、利用料金など適切な受益者負担や財政投融資の活用を検討する。 

－ ＢＩＤ(Business Improvement District)といった地域への受益に着目し

た負担など、新たなファイナンスの仕組みを検討する。 

－ 上下水道事業をはじめ、地方公共団体の経営状況の地域差を「見える化」

し、適切な料金体系の構築、広域化・共同化、コンセッション、ＩＣＴ 

活用等の先進的な取組を横展開する。 

 

（４）産業・中小企業 

わが国には、世界でオンリーワンの技術やビジネスを有し、他の支援なし

に地域経済に貢献する企業が多くある。他方で、コロナ禍での手厚い公的支

援は、国民の生活や事業を守るうえで意義があったものの、企業の自然な新

陳代謝まで抑制し、かえって経済成長に逆行している可能性を指摘される。

まずは真に必要な先に着実に支援を届けつつ、実質無利子・無担保融資をは

じめ各種支援策を順次縮減・見直すべきである。 

ポストコロナにおける企業支援については、規制緩和を通じて民間の活力、

起業意欲、自律的な創意工夫を促すことに力を注ぎつつ、そうした観点から

財政支援についても、理論的・実証的根拠、費用対効果、事後的な評価の枠

組みを前提とし、緊急時の支援についても年限を設定し、段階的に正常化し

ていく仕組みを組み込む必要がある。支援がなくとも実現可能性の高い事業

への補助は見直すべきであり、特に資力のある大企業に対する支援において

は厳格な判断が求められる。 

持続的な経済成長のため、中小・小規模事業者による新たなチャレンジを

後押しする環境整備を推進すべきである。また、新たなイノベーションを創

出するためにもスタートアップの推進は重要であり、現存の基金事業も含め、

従来の産業・事業者に対する支援策をスタートアップに大胆にシフトさせる

ことが求められる。支援に当たっては、スタートアップ自体への投資家・国

民の信頼が損なわれるようなことがないよう、総額ありきではなく、支援対

象の質を確保する必要がある。 

雇用調整助成金の特例措置については、失業率の抑制に寄与した点は評価

できるが、長期化に伴い、成長分野等への労働移動の阻害、労働者のモチベ

ーションや能力の低下といった懸念もあり、段階的に縮減・正常化する必要

がある。あわせて、「人」への投資を強化するため創設された３年間で4000

億円のパッケージ等も活用し、新たな分野で働くためのデジタル技術や介護

などの資格取得のための学び直し・訓練などにより労働移動の円滑化を促進
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していくべきである。 

 

（５）脱炭素 

脱炭素社会の実現は累次の国際会議での議論や国際協定で明確な目標とな

っており、今後数十年の経済を規定する大きなテーマである。むしろこのた

めの対策は、経済成長の制約ではなく、生産性を向上させ、産業構造の大転

換と力強い成長を産み出すカギとなるものだという新たな発想で臨むべきで

ある。環境対応のための世界の投資資金は3500兆円とも言われ、各国と同様

に、予算や税制だけでなく、カーボンプライシング、金融といったあらゆる

政策を総動員していくべきである。さらに言えば、現在、世界の中でわが国

の生み出す二酸化炭素は３％にとどまっており、むしろ、わが国企業が既に

優位性があるものも含めて脱炭素技術を海外に輸出し、成長の源泉とするこ

とを考えるべきである。 

この中で設備投資の導入支援もしっかりした優先付けが必要であり、予算

投入額に比して、普及による価格低減効果や二酸化炭素排出削減量の大きい

ものを優先し、研究開発・実証事業支援については、リスクが過度に大きい

など政府の支援が不可欠なプロジェクトであることを前提とし、中間審査

（ステージゲート）による撤退の選択肢を確保すべきである。また、成果の

見込めるものについては事後的な報酬を与える、民間資金導入を義務付ける

「マッチングファンド方式」の活用など、成果を最大化する仕組みを工夫す

べきである。 

カーボンプライシングについては、炭素税、排出量取引や国境調整措置に

よる炭素の価格付けを通じて、脱炭素に向けた行動変容を促す政策である。

国際的な動きにあわせて、世界の環境投資資金をわが国に呼び込み、成長に

つなげていくためにも必要なものであり、公的投資の財源の観点も含め、検

討を加速化していくべきである。 

 

４．各分野の政策を効果的に実施する枠組み 

（１）決算・成果を検証する取組 

（枠組み自体の改革の必要性） 

以上に述べた分野を含めて、数十兆円規模の巨額の補正予算が続いており、

さらに毎年100兆円を超える当初予算が編成されているが、個々の予算の効果

が国民に届いているか、経済成長に結びついているかという結果の検証が国

民に見える形でなされているとは言いがたい。 

国では毎回の予算額ばかりが注目されるが、決算を含めた成果を検証する

ことは民間企業であれば当たり前のことである。 
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例えば公共事業においては長年にわたり費用対効果を検証する仕組みが構

築されてきた。 

「個々の予算について、具体的・定量的な成果目標を掲げ、執行段階から

随時検証を行い、結果に基づいて、予算・事業の中身を見直す」というこの

当たり前のプロセスにスポットライトを当て、実際に機能させるため、当本

部は、決算・成果を検証し、予算編成に反映する枠組みの改革を強く求める。 

 

（レビューシート上でＥＢＰＭ・ロジックモデルを行い、成果目標の設定・ 

検証に実効性を持たせる） 

既に、行政事業レビュー、ＥＢＰＭ（Evidence Based Policy Making、

「証拠に基づく政策立案」）、ロジックモデルという枠組みは存在している。

特に「行政事業レビューシート」は、全省庁の事務事業ほぼ全てをカバーす

る約5000のシートが作成されて、事業内容、成果指標とその目標値・達成率、

各年度の執行額、具体的な支出先企業名などが明記され、各省庁のホームペ

ージで公表されている。 

「ＥＢＰＭ」「ロジックモデル」など次々に新たな手法が様々な主体によ

り提案され、部分的に試行されているが、基本は「成果目標を定量的、検証

可能なものにし、それにより、予算・事業の中身を見直すこと」であり、レ

ビューシートと目的は同じであり、改めて決算重視、成果重視の観点から、

これらを有効に機能させるためにも、今夏の概算要求から順次レビューシー

トの内容を改善し、その中でこれらを採用していくべきである。また、補正

予算のレビューシートは翌年度の概算要求時に作成されているが、早急に検

証が可能となるように、前倒しして行うべきである。 

基金についても、レビューシート同様に「基金シート」が作成・公表され

ている。このほか、今年度から、科学技術振興、経済安全保障、重要インフ

ラ整備の３分野で、四半期ごとの残高の開示や外部専門家の知見を取り入れ

た検証を行う予定だが、上記３分野以外の重要な政策課題に取り組むための

基金にも対象を広げていくべきである。 

これらの仕組みの活用を促すため、統計データの利便性向上や、行政事業

レビューシートの記載事項が素早く検索できるようなデータベースを構築す

べきである。 

当本部においても、特に地方公共団体に出した補助金・交付金の使途を各

省庁が把握していない問題が指摘された。デジタル技術も活用し、政策の実

施状況のリアルタイムデータを政府において迅速に収集し、分析する取組を

広げていくべきである。 

行政事業レビューと類似の取組として、総務省の「政策評価」があるが、
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重複している部分も多く、一定の整理を行うべきである。政策評価は、ＥＢ

ＰＭやアジャイル型政策形成（デジタル技術を活用した政策内容の柔軟な見

直しの取組）といった、新たな取組を各省庁に普及・定着させる作業に注力

することが求められる。 

また、巨額の新型コロナ関連支出については、会計検査院からも求められ

ているように国民にしっかり情報提供すべき。 

その上で、財政当局は、こうした効果検証の結果をしっかり予算編成に反

映させるべきである。 

 

（２）規制改革・制度改革 

平成24年末に政権を取り戻して以来、規制改革・制度改革は「第三の矢」

に位置付けられ、重要性を増しているが、成長力を強化するためには依然不

十分との指摘が強く、各省庁の許認可等の総数は15年間で約1.5倍に増えた。 

技術革新、設備投資の促進、労働移動の円滑化などは、しばしば経済対策

のテーマになるが、むしろ規制の存在が民間の力を阻害している場合が多い。

この中で、財政支援だけでは効果の発揮が難しかったり、さらに言えば各省

庁が個別に財政支援をして投資先を考えるのは限界がある場合も多く、財政

と規制・制度改革をいわば「車の両輪」として政策を実施していくべきであ

る。経済の「好循環」を実現し、民間の資金と人材を動かしていくため、規

制改革こそがカギとなる場合が多い。 

スタートアップ、グリーン、デジタルといった分野をはじめとして、規

制・制度改革により、傑出したイノベーターを育成し、過保護規制、非効率

なプロセス、過度な「ゼロリスク」志向、よそ者を排除するような「壁」を

打破し、資源のミスマッチを解消すべきである。とりわけ、いわゆるＤＸ

（デジタル・トランスフォーメーション）は、各分野に共通して成長力を強

化するために不可欠の政策である。政治として、大胆さと覚悟をもって、依

然として残る岩盤規制を具体的に打ち破っていかなければならない。 

さらに、各分野の共通課題である人口減少、人手不足に対処するため、外

国人が働きたい国、住みたい国とするための制度改革も必要である。 

もちろん、単に規制が少なければ少ないほど良いというわけではなく、経

済安全保障や地方経済への影響などの観点も踏まえるべきであり、また、例

えば、脱炭素対策のように規制の強化を含め適切な規制・制度を構築するこ

とで、民間の行動変容を促していく観点も重要である。 

そもそも、近年、各省庁の業務が増大する中で、既存の業務を見直し、廃

止・縮小していくことは、政治の責任として実行していかなければならない。 
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５．おわりに 

高橋是清が日露戦争で戦費調達のために発行した外債をわが国は敗戦後も

長らく償還し続け、その他戦前に発行した外債を1988年（昭和63年）までか

けて償還した。こうした積み重ねによって、わが国はマーケットにおける信

用を獲得してきた。 

いま、このわが国の信用がとりわけ問われる時を迎えている。 

昨年12月に、当本部を立ち上げてからわずか５か月の間に内外の情勢は大

きく変わった。ロシアのウクライナ侵略は、冷戦終結後の最大の戦争となり

つつある。その中で円安が進み、各国の金融政策にも大きな変化が見られる。

冷戦終結とバブル崩壊以降30年間、様々な改革が議論され着手されてきたが、

今回の世界的な変化は、我々に今後の新たな局面を見据えた変革への決断を

迫るものと言える。 

今回のとりまとめの中で、いま我々が着手すべき改革の道筋を明らかにす

るとともに、それを実現するための質の高い予算をつくる枠組みを含めた改

革のフレームワークを明示した。これらの改革をさらに具体化し実現するこ

とを通じて、秩序ある財政運営を実現し、持続可能で、信用とモラルで成り

立つ誇り高く豊かな経済・社会を次世代に引き継いでいくため、引き続き自

由民主党は先頭に立って取り組んでいくべきである。 

  



18  

財政健全化推進本部・次世代のための財政戦略検討小委員会  

開催実績 

 

１月 14日（金） 本部 

『新経済・財政再生計画改革工程表』報告 

『中長期の経済財政に関する試算』報告 

 

２月 10日（木） 本部 

小委員会設置について 

財政秩序の必要性について 

中空麻奈（ＢＮＰパリバ証券 グローバルマーケット統括本部副会長） 

 

２月 17日（木） 小委 

財政に関する基本的考え方 

佐藤主光（一橋大学国際・公共政策大学院教授） 

 

２月 24日（木） 小委 

財政健全化に関する各国の取組 

伊藤さゆり（ニッセイ基礎研究所経済研究部研究理事） 

 

２月 24日（木） 本部 

経済成長に向けた歳出改革 

柳川範之（東京大学大学院経済学研究科教授） 

社会保障改革の方向性 

権丈善一（慶應義塾大学商学部教授） 

 

３月 10日（木） 本部 

経済成長に向けた歳出改革と財政健全化に関するヒアリング 

経団連 柄澤康喜（経済財政委員長）ほか 

同友会 神津多可思（経済財政推計研究会委員長）ほか 

日商  中山讓治（社会保障専門委員会委員）ほか 

 

３月 17日（木） 本部・小委合同 

科学技術、研究開発、大学改革等 

黒川清（政策研究大学院大学名誉教授）、長谷川知子（経団連常務理事） 
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３月 24日（木） 本部 

規制改革・効果検証の仕組み 

大槻奈那（名古屋商科大学ビジネススクール教授、マネックス証券専門役員） 

土居丈朗（慶應義塾大学経済学部教授） 

 

４月１日（金）  本部・小委合同 

社会資本整備、ＥＢＰＭ 

赤井伸郎（大阪大学大学院国際公共政策研究科教授） 

大屋雄裕（慶應義塾大学法学部教授） 

 

４月７日（木）  本部・小委合同 

社会保障（医療） 

松田晋哉（産業医科大学医学部教授） 

幸野庄司（健康保険組合連合会理事） 

 

４月 14日（木） 本部・小委合同 

産業、中小企業、グリーン 

森川正之（一橋大学教授・経済産業研究所所長） 

有村俊秀（早稲田大学政治経済学術院教授・早稲田大学環境経済経営研究所長） 

 

４月 21日（木） 本部 

今後の財政政策について 

本田悦朗（明治学院大学法学部客員教授） 

 

４月 28日（木） 本部・小委合同 

内外の経済・金融情勢の変化等 

中空麻奈（ＢＮＰパリバ証券 グローバルマーケット統括本部副会長） 

 

５月 19日（木） 本部・小委合同 

財政健全化推進本部報告（案） 

 

５月 20日（金） 本部・小委合同 

財政健全化推進本部報告（案） 

 

 

 


